
平成２１年度普通会計決算概要

１ 決算規模

歳入総額は、市税が減少したものの、定額給付金事業補助金や地域活性化臨時

交付金などの国庫支出金、河原保育所建設事業に係る市債が増加したことなどか

ら、前年度比１１．３％増の２１，９３６，７６０千円となりました。

歳出総額は、人件費や公債費が減少したものの、扶助費や補助費、普通建設事

業費が増加したことなどから、前年度比１０．８％増の２１，５０１，９５６千

円となりました。

２ 決算収支

形式収支（歳入歳出差引）は４３４，８０４千円の黒字となり、ここから、翌

年度へ繰り越すべき財源２３１，９９４千円を差し引いた実質収支は、２０２，

８１０千円の黒字となりました。

平成２１年度実質収支から平成２０年度実質収支２０３，４０５千円を差し引

いた単年度収支は、５９５千円の赤字となりました。

単年度収支に、財政調整基金の積み立て・取り崩しと繰上償還金を加味した実

質単年度収支は、４，２０１千円の赤字となりました。

（単位：千円）

区分 平成 21年度 平成 20年度 増減額 増減率（％）

歳入総額 A 21,936,760 19,703,278 2,233,482 11.3

歳出総額 B 21,501,956 19,405,369 2,096,587 10.8

歳入歳出差引 C=A-B 434,804 297,909 136,895 46.0

翌年度に繰り

越すべき財源
D 231,994 94,504 137,490 145.5

実質収支 E=C-D 202,810 203,405 △595 △0.3

単年度収支 F △595 103,989 △104,584 △100.6

積立金 G 108,394 54,692 53,702 98.2

繰上償還金 H 0 101,654 △101,654 △100.0

積立金取崩し額 I 112,000 60,000 52,000 86.7

実質単年度収支 J=F+G+H-I △4,201 200,335 △204,536 △102.1



○ 歳入歳出総額・実質収支の推移
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区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

歳 入 総 額 20,825 19,692 19,885 19,703 21,937

歳 出 総 額 20,564 19,357 19,683 19,405 21,502

実 質 収 支 70 173 99 203 203

３ 財政構造の弾力性

（１）経常収支比率

経常的に収入される一般財源は、市税、利子割交付金、自動車取得税交付金、

地方特例交付金などが減少したものの、地方交付税、地方消費税交付金などが

増加したことから、前年度比２．４％増の１１，８７５，３２８千円となりま

した。

また、償還に要する費用が後年度の地方交付税で措置される臨時財政対策債

を含めた実質的な一般財源は前年度比４．８％増の１２，７１５，５２８千円

（ａ）となりました。

一方、経常的に支出しなければならない一般経費は、公債費などが増加した

ことから、前年度比０．７％増の１１，８７３，３４１千円（ｂ）となりまし

た。

この結果、経常収支比率は、９３．４％（ｂ／ａ）となり、前年度から０．

４％悪化しました。

（２）起債制限比率

普通会計の公債費の状況を測る指標である起債制限比率は、公債費が減少し、

（単位：百万円）



臨時財政対策債発行可能額などが増加したことから、１０．３％となり、前年

度から０．８％改善しました。

○ 経常収支比率・起債制限比率の推移
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区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

経 常 収 支比 率 95.8 95.4 95.4 93.0 93.4

起 債 制 限比 率 12.4 12.6 12.0 11.1 10.3

※起債制限比率は３年間の平均値。

４ 将来の財政負担

市債現在高は、河原保育所建設事業などの借入を行ったことなどから、前年度

比２８６，５９１千円増の２１，５８４，６６８千円となりました。

また、債務保証や将来の財政支出を約束した債務負担行為翌年度以降支出額は、

前年比８４，２０２千円増の５９０，３３０千円となりました。

積立金現在高は、財源不足を補うために財政調整基金などを取り崩したため、

前年度比△１７４，２７２千円減の６，２８２，９５７千円となりました。

（単位：％）



○ 市債・債務負担行為・積立金の推移
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区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

債 務 負 担 行 為 793 572 524 506 590

市 債 22,562 22,193 21,765 21,298 21,585

積 立 金 6,796 6,659 6,460 6,457 6,283

５ 決算の特徴

（１）主な歳入項目

①市税

法人税が減少したことなどから、市税総額は、前年度比△４．５％減の９，

５０８，６３３千円となりました。

②地方交付税

市税が減少したことなどにより、地方財源の均衡化や財源不足を補う機能

のある地方交付税は、前年度比１２．４％増の２，１３８，５８６千円とな

りました。

③国庫支出金

定額給付金事業補助金や地域活性化・生活対策臨時交付金が新設されたこ

（単位：百万円）



となどから、国庫支出金総額は、前年度比７４．０％増の３，６４４，７２

４千円となりました。

④市債

河原保育所建設事業などによる市債が増加したことなどから、市債総額は、

前年度比４０．４％増の２，４９９，０００千円となりました。

【歳入内訳】

（２）主な歳出項目

◆性質別

①人件費

職員数の減少などにより、人件費総額は、前年度比△０．１％減の４，９

６６，７１９千円となりました。

②扶助費

生活保護費が伸びたことなどから、扶助費総額は、前年度比６．８％増の

３，５７９，０８４千円となりました。

③公債費

前年度に繰上償還を行ったことから、公債費総額は、前年度比△２．１％

減の２，５５０，３２０千円となりました。

市税

9,508,633

43.3%

譲与税等

1,101,666

5.0%

地方交付税

2,138,586

9.7%

国庫支出金

3,644,724

16.6%

府支出金

1,099,610

5.0%

市債

2,499,000

11.4%

その他

1,944,541

8.9%

市税

9,954,596

50.5%

譲与税等

1,179,437

6.0%

地方交付税

1,902,330

9.7%

国庫支出金

2,094,708

10.6%

府支出金

1,058,776

5.4%

市債

1,779,900

9.0%

その他

1,762,019

8.9%

平成２１年度総額

21,936,760 千円

平成２０年度総額

19,703,278 千円

（単位：千円）



④普通建設事業費

三山木地区区画整理事業、小学校耐震・大規模改修事業などが減少したも

のの、河原保育所建設事業、田辺中学校整備事業などが大幅に増加したこと

などから、普通建設事業費総額は、前年度比１８．２％増の３，３３８，９

１５千円となりました。

【性質別内訳】

平成２１年度総額

21,501,956千円

人件費

4,966,719

23.1%

扶助費

3,579,084

16.7%

公債費

2,550,320

11.9%

物件費

2,789,366

13.0%

繰出金

2,069,883

9.6%

普通建設

事業費

3,338,915

15.5%

その他

2,207,669

10.3%

◆目的別

①総務費

定額給付金の増加などから、総務費総額は、前年度比５６．４％増の３，

０４３，６１１千円となりました。

②民生費

生活保護費や自立支援給付費、河原保育所建設事業が増加したことなどか

ら、民生費総額は、前年度１２．９％増の６，６７０，０６８千円となりま

した。

③衛生費

妊婦健診委託料やごみ処理施設改修事業が増加したことなどから、衛生費

総額は、前年度比３０．５％増の１，６４５，９２７千円となりました。

平成２０年度総額

19,405,369千円

人件費

4,970,964

25.6%

扶助費

3,351,787

17.3%

公債費

2,603,868

13.4%

物件費

2,521,334

13.0%

繰出金

1,978,258

10.2%

普通建設

事業費

2,823,820

14.5%

その他

1,155,338

6.0%

（単位：千円）



④土木費

三山木地区特定土地区画整理事業が減少したことなどから、土木費総額は、

前年度比△１５．０％減の２，６３１，５５５千円となりました。

⑤教育費

田辺中学校整備事業が大幅に増加したことなどから、教育費総額は前年度

比５．２％増の２，９３１，９８４千円となりました。

【目的別内訳】

※端数処理の関係で、合計が一致しない場合があります。

平成２１年度総額

21,501,956千円

公債費

2,550,320
13.1%

災害復旧費

28,698
0.2%

教育費
2,931,984

15.1%

消防費

1,295,553
6.7%

土木費
2,631,555

13.6%

商工費
92,068

0.5%
農林水費
339,751

1.8%
労働費
73,751

0.4%

衛生費

1,645,927
8.5%

民生費
6,670,068

34.4%

総務費
3,043,611

15.7%

議会費

198,670
1.0%

平成２０年度総額

19,405,369千円

教育費
2,787,666

14.4%

公債費
2,603,868

13.4%

総務費
1,946,546

10.0%

農林水費
336,186

1.7%

商工費
113,885

0.6%

民生費
5,907,118

30.4%

土木費
3,097,640

16.0%

衛生費
1,261,684

6.5%

労働費
16,579
0.1%

消防費
1,131,130

5.8%

議会費
203,067

1.1%
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（単位：千円）


